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【緒言】
従来の新生児マススクリーニングは厚労省の通達により
行政主体で実施されてきたが，拡大新生児マススクリー
ニング（OPS）は明確な基準がないため，実施状況の地
域差が大きかった．群馬県では2022年末にOPSを実施
する産科分娩施設は1施設のみであり，同時期に行政に
よるOPS導入が困難であることが周知された．そこで，
当科は県産婦人科医会と連携し，迅速にOPS陽性者対
応のできる体制を確立し，2023年4月から産科分娩施設
への有償OPS導入を進めた．その結果，2023年末には
県内出生児のおよそ8割がOPSを受験できるようになっ
たので，報告する．
【経過】
2023年1月に産科分娩施設へ県担当者から「現時点で
OPSは県事業ではない」ことを周知していただいた．つい
で，産婦人科医会との協議で，9疾患を対象とし，陽性者
のフォローアップ体制をサポートできるCReARIDを検査
機関に決定した．また，県内全ての小児科医に対象疾患
の対応可否を伺ったところ，2施設6名の医師が応諾した
ため，その情報を産科分娩施設に公開し，多施設連携に
ついて6医師と情報共有した．産科分娩施設への啓蒙は，
群馬大学地域貢献事業でオンライン講演会を実施した．
さらに，患者情報や経過データの把握はCReARIDと情
報共有して行うことにした．その結果，2023年4月に4施
設がOPSを開始し，2023年末までに18施設となり，出生
児の約8割がOPSを受検できる環境になった．また，複
数の陽性者が出現したが，確立した体制に則り遅滞のな
い診断と介入に繋がった．一方で，出生児全てが無償で
OPSを受検できるようにし，患者データの継続的な収集
を行う協議会の設立が課題であったが，2024年春から2
疾患のスクリーニングが全額公費負担で行われることに
なった．
【問題点】
公費化された2疾患の陽性者フォローアップについて，当
科で確立した体制を発展的に流用するべく県担当者と協
議している．また，2疾患以外のOPSも実施できる施設を
さらに増やすことと，すべてのOPS無償化にむけた行政
への働きかけを継続している．
【結論】当科主導によって群馬県内に有償OPSを拡大し，
10ヶ月後には県内出生児のおよそ8割がOPSを受験でき
る環境になった．
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【背景】
医療の進歩により小児期に発症する神経筋疾患で早期治
療の有効性が報告されてきている。脊髄性筋萎縮症
（SMA）は脊髄前角細胞の変性により筋萎縮を示す遺伝
性下位運動ニューロン疾患である。最重度の1型は9割が2
歳までに呼吸不全で死亡するか、永続的な人工呼吸管理
が必要になる。SMAに対して2017年から3種類の疾患特異
的治療薬が発売された。いずれも、より早期の治療で効果
が高くなると報告されているため、早期発見が重要である。
SMAは1歳までに58.3%、2歳までに82.7%が発症し、乳幼
児健診の時期に一致する。初期症状は筋力低下・筋緊張低
下が多いが初期は判断が難しい一方で、膝蓋腱反射の消
失・減弱は90%以上で認める。我々は早期発見のために乳
幼児健診で膝蓋腱反射の診察を導入する取り組みを行った。
【方法】
保健センター、医師会、小児科医会と連携し乳幼児健診
へ出務している医師に出務している健診と膝蓋腱反射の
診察実施の有無についてアンケートを行った。次に、膝
蓋腱反射の異常が出現した際の流れについて基幹病院
を含めて早期診断のシステムを構築した。膝蓋腱反射の
診察は10か月児健診に導入し、診察票に項目を追加（正
常・消失・減弱・亢進）のうえ開始した。開始3か月での
受診者数と異常所見を示した受診者の検討を行った。
【結果】
アンケートは58名の乳幼児健診出務医師に行った。医師
経験年数は17～56年であった。膝蓋腱反射の診察につ
いて3-5か月児健診に出務している41名で29名（71%）が
「行っている」、12名が「必要に応じて行っている」、
9-12か月健診は39名が出務し23名（59%）が「行ってい
ない」、13名（33%）が「必要に応じて行っている」、3名
（8%）が「行っている」、1歳6か月児健診は35名が出務
し21名（60%）が「行っていない」、14名（40%）が「必要
に応じて行っている」であった。開始して3か月間の受診
者は216名であり、異常と判断したのは1名であった。本
例は受診から5日後に基幹病院で精査を行ったがSMA
の診断には至らなかった。
【考察】
関連各所と連携のうえ、乳幼児健診で膝蓋腱反射の診
察を行うシステムを構築することができた。現状では乳
幼児健診で膝蓋腱反射の診察を行っている医師の割合
は高いとは言えず、今後の啓発が必要と考えられた。
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【はじめに】
福井市では，特別な配慮が必要な子どもへの支援を強
化する柱の一つとして，公立保育園の研究指定園におけ
る親子療育教室（教室）の研究を2012年から継続し，今
年度で12年目となる．療育の対象となる発達の気になる
子どもについての発達のアセスメントには，行動観察，発
達検査などを用い，包括的な評価が可能である．一方で，
親の内面へのアセスメントは現場の保育士にとって課題
とされており，具体的な保護者支援につながりにくい．そ
こでわれわれは，親の内面的なストレス状況を調査し昨
年度本学会で報告した．今回は，親の育児ストレス内容
をふまえた保育士の保護者支援について報告する．
【目的】
発達の気になる子どもをもつ保護者支援を行う際に，課
題となっていた保護者の内面的なストレスについて理解
すること，さらに保護者の育児ストレスをもとにした育児
支援計画の立案と実施より，保育士自身の保護者支援の
スキルアップについて検討する．
【方法】
発達の気になる子どもを担任する保育士への育児支援ア
ンケ―ト調査を年2回実施し，内容について分析した．1
回目は親子療育教室終了直後に，親の育児ストレス調査
（日本版PSI）結果より，保育士が気づいた点と具体的
な育児支援計画について調査した．2回目は6か月後に実
施し，プレアンケートからの育児支援計画の取り組みにつ
いて調査した．
【結果】
保育士がふだんの関わりで感じていた担当児の保護者
の様子と育児ストレス結果との相違点について，子どもに
関する育児ストレスの側面については保育士全体の
87.5%がほぼ一致していたと回答した．一方で，親自身に
関する育児ストレスの側面についてほぼ一致していたと
回答した者は25%であった．保護者支援に関しては，対
象者の全員が親の育児ストレス調査は保護者理解およ
び支援に有効であると回答した．母への直接的な対応に
ついては経験年数にかかわらず記述があった一方で，子
どもの発達理解を含めた対応について記述しているもの
は経験年数が17年目以上の保育士であった．発達の気に
なる子どもをもつ保護者支援を行う際の保育士自身への
支援として，育児ストレスの情報は有用であると考える．
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【背景】
親子の絆づくりプログラム“赤ちゃんがきた！”（BP：Baby 
Program）は、生後2̃5か月の第1子を初めて子育て中の
母親に対象をしぼった、構造化された参加者中心型の子
育て支援プログラムであり、全国の自治体で導入されてい
る。我々は主に自院で出産した母親を対象に2012年から
BPを継続している。本研究の目的はBP参加者が感じるプ
ログラムの効果を質的に検証することである。
【方法】
2018年～2023年に病院主催のBPに参加した母親196名
を対象に調査した（回収率96.2%）。その中で自由記述欄
に記載のあった125名分の文言をテキストマイニングソフト
KH Coderを用いて分析した。
【結果】
出現回数３回以上出現した抽出語数にしたがって頻出語
リストを作成した。頻出語を検出した結果、総抽出語数
8,613語が確認され、共起ネットワークの描画図からは、10
個のカテゴリーに分類された。最も強い共起グループから
は、「プログラム」が、同じ「月齢」の「赤ちゃん」を育てる
「お母さん」にとって「たくさん」の「会話」や「楽しい」
「時間」を生み、「他者」と「交流」の機会となったことが
うかがえる。また、それに連関して3つの共起グループが
派生した。それぞれ「育児」「不安」「頑張る」「違う」「意
見」「参考」「嬉しい」などの群と、「良い」「改善」自分」
「子育て」「悩む」「安心」「人」「話す」などの群、「悩み」
「持つ」「共有」「情報」「交換」などの群が検出された。
一方、中心性から遠方に「今」「月」「気持ち」「解消」「過
ごす」が含まれる群と「小児科」「相談」「大変」の群や
「同じ」「病院」「聞く」が個別群として検出された。
【考察】
共起ネットワークの結果から、子どもの月齢が近く、育児と
いう共通体験をしている母親同士がBPで交流することで、
さまざまな意見を聞き、悩みを共有できたと推察される。
また、派生の共起グループからも、オンライン版BPでも参
加者同士の交流や改善がはかれたと考える。さらに、個別
群からは、出産した病院でのBP参加に繋がったことや、小
児科医に相談する時間よりもBPによる子育て仲間づくり
の効果が勝ったと考える。
【結論】
BPは、月齢が近い乳児をもつ母親同士が参加すること、
参加者中心型であること、病院で行うことなどにより交流
と情報共有が促され、育児ストレスの解消につながる。
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